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2018/3　①6.00％　②7.48％　③7.40％

（月末値）
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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2018 年４月号（Ｎｏ．１００） 

インド景気は緩やかな回復基調にある。ＯＥＣＤ景気先行指数は、２０１７年１１月に長期平均線を超え、その後

も上昇を続けている。２０１８年２月の輸出は前年比+４．５％（前月は同+９．１％）と減速したものの、４か月連続

で増加している。同月のコア産業生産指数も同+５．３％と伸びが底堅く推移した。３月の製造業ＰＭＩは５１．０と低

下したものの、８か月連続で中立水準の５０を上回っている。製造業の景況感は足元で緩やかな改善が継続して

いる。内需をみても、２月の新車販売台数が前年比+７．８％（前月は同+７．６％）と堅調に増加した。 

【今月のトピック：米国の鉄鋼・アルミ関税に神経をとがらすモディ政権】 ３月８日に、トランプ米大統領は鉄鋼とアルミニウム

の輸入品に対し、追加関税を導入する大統領令に署名した。対象となる鉄鋼・アルミ製品のうち、インド製品の占めるシェアは

約２％にすぎない。しかしながら、モディ政権は米国の保護主義に神経をとがらせており、カナダやメキシコと同様に追加関税

の適用を除外するよう、米国政府に働きかけている。一方、インド政府は昨年１２月以降、電子機器や自動車部品など広範な

輸入品の関税を相次いで引き上げている。このため、インドの保護主義政策も米国と同様に各国から批判されている。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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(注)日経/マークイット発表。
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（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2018 年４月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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